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○新居浜市市営住宅家賃の減免及び敷金徴収規則 

昭和４６年７月３日 

規則第２１号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、新居浜市市営住宅条例（平成９年条例第３０号。以下「条例］という。）第２１

条の規定に基づく減免基準及び第２４条の敷金の徴収に関し必要な事項を定めるものとする。 

（用語の定義） 

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

（１）入居者 市営住宅の入居者をいう。 

（２）住宅 市営住宅をいう。 

（３）収入 条例第２条第６号の収入をいう。 

（４）所得金額 所得税法（昭和４０年法律第３３号）第２８条第２項の例に準じて算出した額をい

う。 

（５）月収 所得金額を１２で除した額をいう。 

（生活保護法の適用を受けた場合の減免） 

第３条 市長は、入居者が生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）の規定により、保護を受けること

になった場合において、当該入居者の住宅の家賃が同法の規定に基づいて算定された住宅に対する扶

助の額を超えるときは、その超える額を減額し、又は免除する。 

（準生活困窮による場合の減免） 

第４条 市長は、入居者が生活保護法の規定による保護を受ける程度の貧困により生活困窮のため、家

賃の納入が困難となったと認めるものについては、家賃の５０パーセント相当額を減免する。 

（失業、廃業その他これに類する場合の減免） 

第５条 市長は、入居者が失業、廃業その他これに類する事情により、明らかに所得が減少した場合に

おいて、家賃の納入が著しく困難となったと認めるときは、次の各号に定める割合によって家賃を減

額し、又は免除する。 

（１）当該事由が生じてから６箇月以上月収の２分の１以上が減少した者 ３０パーセント相当額 

（２）当該事由が生じてから３箇月以上所得が皆無となった者 ５０パーセント相当額 

（病気による場合の減免） 

第６条 市長は、入居者（生計を一にする家族を含む。）が３箇月以上の治療を要する病気にかかり、

その医療出費のため家賃の納入が著しく困難になったと認めるときは、次の各号に定める割合によっ

て家賃を減額し、又は免除する。 



 

 

（１）医療費の出費が３箇月以上引き続いて月収の２分の１相当額を超えたとき ３０パーセント相

当額 

（２）医療費の出費が３箇月以上引き続いて月収の３分の２相当額を超えたとき ５０パーセント相

当額 

（災害による場合の減免） 

第７条 市長は、入居者が災害により損害を受けた場合において、家賃の納入が著しく困難になったと

認めるときは、次の各号に定める割合によって家賃を減額し、又は免除する。 

（１）所得金額の２分の１相当額を超える損害を受けたとき ３０パーセント相当額 

（２）所得金額の３分の２相当額を超える損害を受けたとき ５０パーセント相当額 

（３）所得金額の相当額を超える損害を受けたとき １００パーセント相当額 

（特別の事情がある場合の減免） 

第８条 市長は、第３条から前条までに規定するもののほか、入居者の生活に著しい障害のある特別の

事情があるときで、特に必要と認めたときは、当該入居者の家賃を減額し、又は免除することができ

る。 

（減免の変更） 

第９条 市長は、家賃の減額又は免除を受けている者の当該減額又は免除事由に変更を生じた場合にお

いて、減額又は免除の変更の必要が生じたときは、当該入居者の家賃を変更することができる。 

（減免の申請） 

第１０条 入居者は、条例第２１条に規定する家賃の減額又は免除を受けようとするときは、その事由

を証明する書類を添付して、市営住宅家賃及び敷金減免申請書（第１号様式）を市長に提出しなけれ

ばならない。 

２ 市長は、前項に規定する申請を受理した場合は、その内容を調査し、適当と認めるときは、市営住

宅家賃及び敷金（減免・徴収猶予）通知書（第３号様式）により通知するものとする。 

（減免取消の届出及び消滅） 

第１１条 入居者は、家賃の減額又は免除を受けている場合において、減額又は免除の事由が消滅した

ときは、直ちに市長に届け出なければならない。 

２ 市長は、前項の場合において、減額又は免除事由が消滅した月の翌月から当該入居者の家賃の減額

又は免除を取り消しするものとする。 

３ 市長は、特別の事情があると認めるときは、前２条の規定にかかわらず申請及び届出によらないで

家賃の減額又は免除又はその取消しをすることができる。 

（家賃減免等の調査）  



 

 

第１２条 市長は、家賃の減額又は免除又はその変更若しくは家賃の減額又は免除の取消しをする場合

は、関係職員２人以上をもってあらかじめそのことに関する調査をさせるものとする。 

（家賃の減免期間） 

第１３条 家賃の減額又は免除の期間は、第３条から前条までの規定により家賃の減額又は免除をした

月から１２月以内とする。ただし、特別の事情がある者は、この限りでない。 

（家賃の徴収猶予） 

第１４条 市長は、入居者が条例第２１条に規定する特別の事情がある場合において、その事由が一時

的なものであって近い将来消滅することが想定され家賃の徴収を猶予することが適当であると認め

るときは、その必要と認める期間当該入居者の家賃の徴収を猶予することができる。 

（徴収猶予の申請等） 

第１５条 入居者が条例第２１条の規定による家賃の徴収の猶予を受けようとするときは、その事由を

証明する書類を添付して、市営住宅家賃及び敷金徴収猶予申請書（第２号様式）を市長に提出しなけ

ればならない。 

２ 第１０条第２項、第１１条、第１２条及び第１３条の規定は、家賃の徴収猶予について準用する。 

（敷金の徴収） 

第１６条 住宅の敷金の徴収は、次の各号に定めるところによる。 

（１）当該入居者の家賃の３月分相当額とする。 

（２）入居者が生活保護法により保護を受けているときは、同法の規定に基づいて算定された敷金に

対する扶助の額とする。 

２ 市長は、当該入居者が次の各号の一に該当するときは、敷金を免除することができる。 

（１）条例第２条第２号に掲げる改良住宅に条例第７条第１項の規定により入居するもの 

（２）前号のほか市長が特に必要と認めるもの 

３ 市長は、入居者が災害により著しい損害を受けている場合で、その損害の額が当該入居を決定され

た者の所得金額の２分の１以上で、災害を受けたときから入居すべき日までの期間が１年に満たない

ものについて敷金の徴収を猶予することができる。 

４ 前条の規定は、敷金の徴収猶予について準用する。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和４８年２月１５日規則第２号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和４９年１２月２５日規則第４２号） 



 

 

１ この規則は、公布の日から施行し、昭和４９年１０月１日から適用する。 

２ この規則施行の際、現に使用されている改正前の規則による様式は、当分の間、これを訂正して使

用することができる。 

附 則（昭和５５年２月１日規則第２号） 

１ この規則は、昭和５５年２月１日から施行する。 

２ 改正後の市長の職務代理者を定める規則等の一部を改正する規則の規定による様式の決裁欄の改

正部分については、その決裁区分に応じて欄を区分して用いるものとし、この規則施行の際、現に使

用している改正前の規則の規定による様式は、当分の間これを訂正して使用することができる。 

附 則（平成９年１０月１日規則第３７号） 

この規則は、公布の日から施行する。ただし、公営住宅法の一部を改正する法律（平成８年法律第５

５号）による改正前の公営住宅法の規定に基づいて供給された市営住宅については、平成１０年３月３

１日までの間は改正前の規則を適用する。 

附 則（平成２７年３月３１日規則第１８号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際現に改正前の第１号様式及び第２号様式の規定により使用されている書類は、

改正後の第１号様式及び第２号様式の規定によるものとみなす。 

３ この規則の施行の際現に改正前の第１号様式及び第２号様式の規定により作成されている用紙は、

当分の間、これを使用し、又は所要の調整をして使用することができる。 

附 則（令和３年３月２６日規則第４号） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際現にあるこの規則による改正前の様式（次項において「旧様式」という。）の

規定により使用されている書類は、この規則による改正後の様式の規定によるものとみなす。 

３ この規則の施行の際現にある旧様式の規定により作成されている用紙は、当分の間、これを使用し、

又は所要の調整をして使用することができる。 



 

 

 



 

 

 



 

 

 


